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株　主　各　位
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株 式 会 社 ダ イ イ チ
代表取締役社長 鈴 木 達 雄

第64期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

また、北海道胆振東部地震により被災されました皆様には謹んでお見舞申し上げます

とともに、被災地の一日も早い復興をお祈り申し上げます。

さて、当社第64期定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、平成30年12月20日（木曜日）午後６時までに到着するようご返送い

ただきたくお願い申し上げます。

敬　具
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記

1 日　　時 平成30年12月21日（金曜日）午前10時

2 場　　所 北海道帯広市西７条南19丁目１番地
北海道ホテル　２階　大雪の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3 目的事項 報告事項 第64期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）事業
報告及び計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役７名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈

の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「個別注記表」として表示すべき事項につきましては、
法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.daiichi-
d.co.jp/）に掲載しておりますので、本提供書面には記載しておりません。
なお、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査した計
算書類には、本提供書面記載のもののほか、この「個別注記表」として表示すべき事項も含まれ
ております。

◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.daiichi-d.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成29年10月 1 日から平成30年 9 月30日まで)
１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、海外経済の着実な成長を背景とした輸出と生産活動の
回復、企業収益の改善による設備投資の増加、雇用情勢の好転などにより、景気は総じて緩
やかな回復基調で推移いたしました。
　当社を取り巻くスーパーマーケット業界は、雇用・所得環境の改善により、個人消費は底
堅く推移する一方で、各地域における業態を超えた価格競争の激化、人口減と高齢化による
マーケットの縮小に加え、お客様の低価格志向と節約志向の継続、人手不足感の高まりと賃
金の上昇による人件費の増加を受け、依然として厳しい経営環境が続いております。
　このような経営環境のもとで当社は、スーパーマーケット事業に資源を集中し、変化する
お客様のニーズに対応した店作りへの取り組み、安全で安心な商品と地域の特性に合わせた
品揃え、付加価値の高い商品の最適価格での提供などにより、地域における商圏シェアの拡
大に努めるとともに、「凡事徹底」を行動の基本とし、「スクラップ＆ビルドの推進と新規
出店」、「コア商品の拡大と接客サービスの向上」、「商品本部の強化と販売促進企画の進
化」、「人時生産性の向上とコンプライアンスの強化」、「人手不足への対応と人材教育の
徹底」等を重点実施事項に掲げ、より一層の強い企業体質の実現と業務の効率化を推進し、
店舗競争力の強化と企業価値の向上に取り組んでまいりました。
　加えて、販売力の強化策として、生鮮食品の鮮度・品質・品揃えの強化、加工食品の品切
れ防止の徹底、コア商品の開発強化に取り組みました。また、粗利益額及び粗利益率の確保
に向けて、商品のロス対策と在庫管理の徹底、セブンプレミアム商品の売上構成比の向上に
努めました。
　店舗の状況につきましては、平成29年10月にドミナントの強化を図るため、旭川ブロック
において「豊岡店（売場面積1,766㎡）」を新規出店いたしました。また、競争力の強化と
お客様の利便性を高めるため、10月に「白樺店（帯広ブロック）」を改装開店、11月に「東
光店（旭川ブロック）」を移転増床し開店いたしました。なお、当事業年度末現在の店舗数
は、帯広ブロック10店舗、旭川ブロック８店舗、札幌ブロック５店舗、合計23店舗でありま
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す。
　株式会社イトーヨーカ堂との取り組みにつきましては、共同販促の更なる推進を図るとと
もに、商品政策を中心に業務の連携強化を進め、競合各社との差別化と商品力の強化に努め
ております。
　地域別売上高につきましては、帯広ブロックは175億９百万円（前期比1.6％増）、旭川ブ
ロックは125億68百万円（前期比8.5％増）、札幌ブロックは102億62百万円（前期比0.5％
増）となりました。また、既存店売上高につきましては、消費支出の伸び悩みや企業間の価
格競争が激化する厳しい販売環境の中で、週間の販売計画に連動した売場作りの強化やポイ
ントカードを活用した販売促進などにより、前期に比べ1.0％増となりました。
　売上総利益率につきましては、ロス対策と在庫管理の徹底などにより、前年同期に比べ0.1
ポイント改善し、24.4％となりました。また、販売費及び一般管理費につきましては、新規
出店及び既存店舗の改装と移転増床に伴う一時的費用の発生や福利厚生の充実と賃金体系の
改定に伴う人件費の増加などにより、売上高に対する比率は、前期に比べ0.3ポイント悪化
し、22.5％となりました。
　平成30年９月６日の未明に発生した北海道胆振東部地震の影響につきましては、北海道全
域の停電により、６日と７日は一部店舗を休業いたしましたが、商品本部及び販売本部を中
心に全社一丸となって、いち早く営業の再開に努め、８日から全店舗の営業を可能にし、被
害額を予想の範囲内に止めました。なお、被害の主なものは、商品（冷凍食品、アイス、乳
製品等）の廃棄に伴うもので「特別損失」に計上しております。
　これらの結果、当事業年度における売上高は403億47百万円（前期比3.4％増）と増収を
確保できましたが、営業利益は販売費及び一般管理費の増加により12億75百万円（前期比
6.8％減）、経常利益は12億85百万円（前期比6.4％減）、当期純利益は、前期に発生した特
別利益「抱合せ株式消滅差益（957百万円）」の反動減と、特別損失に移転増床等に伴う「固
定資産除却損（66百万円）」、北海道胆振東部地震に伴う「災害による損失（83百万円）」
を計上したことにより、７億97百万円（前期比56.4％減）となりました。また、１株当たり
当期純利益は69円76銭（前期160円８銭）となりました。
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　部門別売上高状況は、次のとおりであります。

区 分
第63期

(28.10.1～29.9.30)
第64期(当事業年度)
(29.10.1～30.9.30) 前期比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

青 果 6,331 16.2 6,535 16.2 203 3.2

水 産 4,022 10.3 4,057 10.1 35 0.9

畜 産 5,202 13.3 5,499 13.6 296 5.7

惣 菜 3,594 9.2 3,716 9.2 121 3.4

デ イ リ ー 5,835 14.9 6,077 15.1 242 4.1

一 般 食 品 12,098 31.0 12,543 31.1 445 3.7

日 用 雑 貨 883 2.3 910 2.3 26 3.0

そ の 他 1,069 2.8 1,007 2.4 △62 △5.8

合 計 39,038 100.0 40,347 100.0 1,309 3.4

②　設備投資の状況
当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は、有形固定資産の取得18

億15百万円であります。その主な内容は、東光店の移転増床及び発寒中央駅前店の土地と建
物の取得に伴うものであります。
なお、当事業年度中において重要な設備の除却、売却等はありません。

③　資金調達の状況
該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 61 期
(平成27年９月期)

第 62 期
(平成28年９月期)

第 63 期
(平成29年９月期)

第 64 期
(当事業年度)

(平成30年９月期)

売 上 高 34,544百万円 36,261百万円 39,038百万円 40,347百万円

経 常 利 益 967百万円 1,164百万円 1,373百万円 1,285百万円

当 期 純 利 益 586百万円 749百万円 1,829百万円 797百万円

１株当たり当期純利益 51円34銭 65円58銭 160円08銭 69円76銭

総 資 産 14,925百万円 15,586百万円 17,537百万円 17,880百万円

純 資 産 7,880百万円 8,514百万円 10,293百万円 10,972百万円

（注）１．平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第61期（平成27年
９月期）の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、国内において雇用・所得環境の改善が続く中で、政府の各種
政策の効果などにより、景気は緩やかな回復傾向が続くと期待されております。ただし、通商
問題の動向が世界経済に与える影響や海外経済の不確実性、金融資本市場の変動や相次いでい
る自然災害の経済に与える影響にも留意する必要があります。
　スーパーマーケット業界におきましては、個人消費の一進一退が続く中で、消費の二極化が
進むとともに、オーバーストアやネット事業を含め業態を超えた競争の激化に加え、様々なコ
ストの上昇や必要な人材の確保難などにより、依然として厳しい経営環境が続くものと予想さ
れます。また、社会保障制度などに対する将来不安から、消費者の節約志向は強まるものと思
われます。
　このような環境の中で当社は、「既存店の増床による競争力強化」、「オぺレーションの改
善による収益力の向上」、「人手不足への対応と人時売上高の精度向上」、「競合店対策の徹
底」、「コンプライアンスの向上と福利厚生の充実」、「粗利益率の向上」、「人材教育の徹
底」、「イトーヨーカ堂との共同販促の推進」、以上の８項目を重点実施事項に掲げ、目標の
達成に取り組んでまいります。
　店舗改装につきましては、地域一番の買い物環境の提供を目指して、来春に「白樺店（帯広
ブロック）」の増床リニューアルを予定しております。
　引き続き、「凡事徹底」を行動の基本とし、現地・現場・現品主義の徹底、商品戦略及び出
店戦略の具現化、店舗競争力と商品力の強化を図り、収益構造の改善と企業価値の向上に努め
てまいります。
　今後も当社は、お客様のより深い信頼と支持を得るため、新鮮かつ安全で安心な商品の提供
に努め、地域のお客様の「食のライフライン」と「食文化」に貢献できる店作りに取り組んで
まいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

⑸　主要な事業内容（平成30年９月30日現在）
①　総合食料品の販売
②　日用品の販売
③　書籍、雑誌、文房具の販売
④　衣料用繊維製品の販売
⑤　家庭用電化製品の販売
⑥　ペット用品、ペットフードの販売
⑦　酒類、煙草、印紙の販売
⑧　前各号に関連する一切の事業
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⑹　主要な事業所（平成30年９月30日現在）
本社　　　　　　北海道帯広市西20条南１丁目14番地47
（営業本部・管理本部）
旭川本部　　　　北海道旭川市春光１条８丁目１番地77
札幌本部　　　　北海道札幌市西区八軒10条東５丁目２番
帯広ブロック
北海道帯広市 壱号店 東店

啓北店 白樺店
みなみ野店 自衛隊前店

北海道河西郡芽室町 めむろ店
北海道中川郡幕別町 札内店
北海道河東郡音更町 音更店 オーケー店

旭川ブロック
北海道旭川市 西店 東光店

末広店 東旭川店
旭町店 二条通店
花咲店 豊岡店

札幌ブロック
北海道札幌市 八軒店 白石神社前店

発寒中央駅前店 清田店
北海道恵庭市 恵み野店

センター
帯広市 惣菜センター 帯広配送センター
旭川市 旭川配送センター

（注）平成29年10月６日に豊岡店を出店いたしました。
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⑺　使用人の状況（平成30年９月30日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

301名 18名増 35.8歳 12.6年

（注）使用人数には、準社員及びパートナー社員等（アルバイトを含む。）1,097名（１日８時間、１か月22日換
算）は含まれておりません。

⑻　主要な借入先の状況（平成30年９月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 北 陸 銀 行 470百万円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 80

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成30年９月30日現在）
⑴　発行可能株式総数 24,000,000株
（注）平成30年４月１日付にて実施した株式分割（１株を２株に分割）に伴い、発行可能株式総数は

12,000,000株増加しております。
⑵　発行済株式の総数 11,438,640株
（注）株式分割（１株を２株に分割）の実施により、発行済株式の総数は5,719,320株増加しております。

⑶　株主数 4,759名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 イ ト ー ヨ ー カ 堂 3,432,000株 30.03％

ダ イ イ チ 取 引 先 持 株 会 496,000 4.34

若 園 　 清 260,400 2.27

小 西 典 子 256,220 2.24

小 西 保 男 216,256 1.89

株 式 会 社 北 陸 銀 行 193,040 1.68

STATE STREET BANK AND TRUST
C L I E N T  OMN I B U S  A C C OUN T
O M 0 2 　 5 0 5 0 2

189,100 1.65

株 式 会 社 北 洋 銀 行 186,000 1.62

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 172,800 1.51

国 分 北 海 道 株 式 会 社 164,000 1.43

（注）持株比率は自己株式（12,086株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 10 －



４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成30年９月30日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 鈴 木 達 雄

代 表 取 締 役 専 務 若 園 　 清 開発企画本部長

常 務 取 締 役 川 瀬 豊 秋 管理本部長

常 務 取 締 役 中 本 泰 廣 商品本部長

取 締 役 野 口 　 一 販売本部長兼商品部長

取 締 役 相 談 役 小 西 保 男

取 締 役 宮 川 　 明 ㈱イトーヨーカ堂監査役

取 締 役 井 雲 康 晴

常 勤 監 査 役 堀 内 健 三

監 査 役 笹 井 祐 三 三洋興熱㈱代表取締役社長

仮 監 査 役 東 城 敬 貴 東城会計事務所所長（税理士）

（注）１．社外監査役佐藤　裕氏が平成30年８月25日に逝去したことに伴い、監査役の法定員数３名を欠くことと
なりましたので、会社法の規定に基づき、釧路地方裁判所帯広支部に仮監査役の選任の申請を行い、平
成30年９月26日付で同裁判所同支部より東城敬貴氏が仮監査役として選任され就任しております。

２．取締役宮川　明氏及び井雲康晴氏は、社外取締役であります。なお、当社は、取締役井雲康晴氏を東京
証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

３．監査役笹井祐三氏、仮監査役東城敬貴氏は、社外監査役であります。
４．常勤監査役堀内健三氏は、13年間当社の常務取締役として経理部長を兼任しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

５．監査役笹井祐三氏は、三洋興熱株式会社の代表取締役社長であり、経理・財務をはじめ企業経営全般の
豊富な経験と高い見識のもと他社の監査役に就任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

６．仮監査役東城敬貴氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも
のであります。
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⑵　事業年度中に退任した監査役

氏　　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び
重要な兼職の状況

佐藤　　裕 平成30年８月25日 逝去
社外監査役
（重要な兼職の状況）
　帯広地方卸売市場㈱取締役相談役

⑶　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項
の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

⑷　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

8名
(2名)

121,932千円
(3,250千円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

8,636
(4,250)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

11
(4)

130,568
(7,500)

（注）１．上記には、事業年度中に退任した社外監査役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬限度額は、平成20年12月24日開催の第54期定時株主総会において年額200,000千円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成８年12月20日開催の第42期定時株主総会において年額10,000千円以内と

決議いただいております。
４．上記の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額9,197千円（取締役８名に対し
8,551千円（うち社外取締役２名に対し250千円）、監査役３名に対し646千円（うち社外監査役２名に
対し340千円））が含まれております。

５．当事業年度末現在の役員退職慰労引当金の残高（当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額を除
く。）は、次のとおりであります。
取締役８名に対し128,430千円（うち社外取締役２名に対し600千円）
監査役３名に対し18,972千円（うち社外監査役２名に対し15,300千円）

６．仮監査役東城敬貴氏は、平成30年９月26日付の就任のため、無報酬であります。
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⑸　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役宮川　明氏は、株式会社イトーヨーカ堂の監査役であります。株式会社イトーヨー
カ堂は当社の大株主であります。また、当社は、株式会社イトーヨーカ堂の親会社である
株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの関係会社との間にリース契約等の取引関係が
あります。

・監査役笹井祐三氏は、三洋興熱株式会社の代表取締役社長であります。当社は、三洋興熱
株式会社との間に灯油購入等の取引関係があります。

・仮監査役東城敬貴氏は、東城会計事務所の所長であります。当社と兼職先との間には特別
の関係はありません。

・監査役佐藤　裕氏は、平成30年８月25日の退任までの状況を、仮監査役東城敬貴氏は、平
成30年９月26日の就任後の状況を記載しております。佐藤　裕氏は、帯広地方卸売市場株
式会社の取締役相談役でありました。当社は、帯広地方卸売市場株式会社との間に商品仕
入等の取引関係があります。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 宮 川 　 明
当事業年度に開催された取締役会13回のうち、11回に出席し、小
売業界に関する豊富な知識・経験を活かした意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。

取 締 役 井 雲 康 晴
当事業年度に開催された取締役会13回のうち、12回に出席し、経
営コンサルタントとしての専門的な見地から意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。
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区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監 査 役 笹 井 祐 三

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席、監査役
会9回のうち8回に出席し、主に当社事業に対する専門的見地か
ら、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を適宜行っております。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 役 佐 藤 　 裕

当事業年度に開催された取締役会のうち、平成30年８月25日に逝
去により退任するまでに開催された取締役会12回のうち10回に
出席、監査役会7回のうち全てに出席し、主に税務もしくは財務
的な見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言を適宜行っておりました。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりまし
た。

仮監査役 東 城 敬 貴

当事業年度に開催された取締役会のうち就任後に開催された1回
に出席、監査役会のうち就任後に開催された1回に出席し、主に
税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行ってお
ります。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　監査法人シドー

⑵　報酬等の額
・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,000千円
・当社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 16,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を
報告いたします。
なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求
し、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用状況の概要は以下のとおりであります。

⑴　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　当社の業務を担当する取締役は、自己の担当領域について、法令等の順守体制を構築する
権限と責任を有する。また、総務担当取締役は、これらを横断的に推進し管理する。

②　当社は、反社会的勢力排除に向け、コンプライアンスの基本方針である「企業倫理規程」
に、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対して、毅然とした態
度で対応し、経済的な利益を供与しないことを掲げ、関係を排除する。また、総務部を対応
統括部署として、事案により関係部門と協議し対応するとともに、地元警察署や顧問弁護士
等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力に対する体制を整備する。

③　内部監査室は、当社のコンプライアンス体制の整備・運用状況について内部監査を実施し、
確認する。

④　監査役は、取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを検証し、監視機能の実効性
向上に努める。

⑵　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　当社の取締役は、取締役会及び常勤役員会等の議事録、稟議決裁書その他その職務の執行
に係る情報を、文書管理規程の定めるところに従い適切に保存しかつ管理する。また、それ
らの文書は、監査役の要請によりいつでも閲覧に応じる。

②　当社に関する重要な情報については、開示を担当する主管部署が、迅速かつ網羅的に収集
し、適時に正確な情報開示を実施する。

⑶　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　法令順守、災害、衛生管理等に係るリスクについては、当社のそれぞれの担当部署にて、
規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新た
に生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる取締役を定める。なお、
リスク管理部門として総務部がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図る。ま
た、内部監査室において、内部監査規程の定めるところに従い定期的に監査を行う。

－ 16 －



②　事業の重大な障害、重大な事件・事故、重大な災害等が発生した時には、当社における損
害を最小限に抑えるため、危機管理本部を設置し、直ちに業務の継続に関する施策を講じる。

⑷　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役会規程の定めるところに従い、重要案件はすべて取締役会に付議する。なお、

業務執行の意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、月２～３回常勤役員会を開催す
る。また、日常の業務執行は、職務権限規程、業務分掌規程及び稟議規程等により、担当役員、
部長、次長、課長などの職制ラインに順次権限と職責を適切に委譲し、適時的確な意思決定と
決定内容に沿った業務執行を行う。

⑸　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人から監査役

の補佐員を任命する。

⑹　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実
効性の確保に関する事項
①　当該使用人の任命、異動等の人事権に関わる事項の決定には、監査役会の事前の同意を必
要とする。

②　当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事する。

⑺　当社の監査役への報告に関する体制
①　取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれや事実の発生、信用を著しく失墜
させる事態、内部管理の体制・手続き等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正行為
や重大な不当行為などについて、書面もしくは口頭にて監査役に対し報告を行う。また、上
記にかかわらず、監査役は必要に応じ、いつでも取締役又は使用人に対し報告を求めること
ができる。

②　内部通報制度の担当部署は、当社の役員及び使用人からの内部通報の状況について、定期
的に監査役に対して報告する。
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⑻　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
監査役へ報告を行った当社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを行うことを禁止する。

⑼　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前

払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑽　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について、意見交
換を行う。

②　監査役は、内部監査室と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて内部監査室に調査を求
めることができる。

③　監査役は、内部監査室と連携し、当社の業務の効率化、適法性及び妥当性を監査する。ま
た、監査で改善指摘を受けた事項は、各所属長の責任において速やかに改善を行う。

④　監査役会が、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタ
ントその他の外部アドバイザーを任用することができ、その費用は会社が負担する。

⑾　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　法令順守及び取締役の効率的職務執行
　取締役は、取締役会を13回、常勤役員会を22回開催し、経営の基本方針、経営に関する
重要事項ならびに法令で定められた事項などの決定、業務執行状況の監督を行っておりま
す。
　また、常勤役員会メンバーと次長職以上をもって組織される経営会議を12回開催し、詳
細な業績分析と報告、業務執行の具体的な内容、その背景となる重要事項及び具体的対応
策について審議を行っております。

②　損失の危険の管理
　法令順守、災害、衛生管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・
ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行い、また、リスク管理
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部門としての総務部がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図っております。
③　監査役監査の実効性確保
　監査役は、監査役会を９回開催するとともに、取締役会、常勤役員会及びその他の重要
な会議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害する決定がなされていないか
どうかについて監査を行っております。
　また、監査役は、取締役会・取締役・内部監査室・会計監査人等との意見交換を通じて、
監査役監査、内部監査、会計監査との連携を図り、また、内部統制システムの構築・運用
状況等について、監督・監査を行っております。

（注）１．本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．消費税等の会計処理方法については、税抜方式を採用しております。
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貸　借　対　照　表
（平成30年９月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

4,838,887
2,987,439
486,637
868,614

344
83,610
103,345
309,153
1,241
△1,500

13,041,733
11,197,844
4,163,025
55,591
69,953

6,070,442
838,831
14,490
5,350
9,139

1,829,398
73,832
1,808

925,160
80,336
108,265
639,723

272

流 動 負 債 4,839,034
買 掛 金 2,543,997
１年内返済予定の長期借入金 344,107
リ ー ス 債 務 312,417
未 払 金 523,744
未 払 費 用 402,403
未 払 法 人 税 等 200,651
未 払 消 費 税 等 17,823
預 り 金 139,244
賞 与 引 当 金 156,923
そ の 他 197,721

固 定 負 債 2,069,408
長 期 借 入 金 382,785
リ ー ス 債 務 590,379
退 職 給 付 引 当 金 583,397
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 156,599
資 産 除 去 債 務 16,604
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 339,643
負 債 合 計 6,908,443

純 資 産 の 部
株 主 資 本 10,970,415
資 本 金 1,639,253
資 本 剰 余 金 1,566,100
資 本 準 備 金 1,566,100
利 益 剰 余 金 7,768,041
利 益 準 備 金 159,266
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,608,775
別 途 積 立 金 4,400,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,208,775

自 己 株 式 △2,978
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,761
その他有価証券評価差額金 1,761
純 資 産 合 計 10,972,177

資 産 合 計 17,880,620 負 債 純 資 産 合 計 17,880,620
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損　益　計　算　書

(平成29年10月 1 日から平成30年 9 月30日まで)
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 40,347,579
売 上 原 価 30,511,320
売 上 総 利 益 9,836,259

営 業 収 入
不 動 産 賃 貸 収 入 436,855
そ の 他 94,373 531,229
営 業 総 利 益 10,367,488
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,092,473

営 業 利 益 1,275,014
営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,223
受 取 配 当 金 2,678
そ の 他 8,928 20,831

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,095
そ の 他 1,032 10,128

経 常 利 益 1,285,718
特 別 利 益
そ の 他 5,505 5,505

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 66,123
災 害 に よ る 損 失 83,565
そ の 他 4,943 154,632
税 引 前 当 期 純 利 益 1,136,591
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 362,656
法 人 税 等 調 整 額 △23,206 339,450
当 期 純 利 益 797,140
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株主資本等変動計算書

(平成29年10月 1 日から平成30年 9 月30日まで)
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当期首残高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 4,100,000 2,825,900 7,085,166 △2,978 10,287,540
当期変動額
別途積立金の積立 300,000 △300,000 － －
剰余金の配当 △114,265 △114,265 △114,265
当期純利益 797,140 797,140 797,140
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)
当期変動額合計 － － － － 300,000 382,874 682,874 － 682,874
当期末残高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 4,400,000 3,208,775 7,768,041 △2,978 10,970,415

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 6,124 6,124 10,293,665
当期変動額
別途積立金の積立 －
剰余金の配当 △114,265
当期純利益 797,140
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

△4,362 △4,362 △4,362

当期変動額合計 △4,362 △4,362 678,511
当期末残高 1,761 1,761 10,972,177
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年11月15日
株 式 会 社 ダ イ イ チ
取 締 役 会　御中

監 査 法 人 シ ド ー
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 菅 井 　 朗 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 政 近 克 幸 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイイチの平成29年10月１日から平
成30年９月30日までの第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第64期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。
２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人シドーの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年11月17日

株 式 会 社 ダ イ イ チ 　 監 査 役 会

常勤監査役 堀 内 健 三 ㊞
社外監査役 笹 井 祐 三 ㊞
社外監査役 東 城 敬 貴 ㊞

　（注）社外監査役東城敬貴氏は、平成30年８月25日に社外監査役佐藤　裕氏が逝去されたことに伴い、社外監査
役の法定員数を欠くことになったため、釧路地方裁判所帯広支部に一時監査役の職務を行うべき者（仮監査
役）の選任の申し立てを行い、平成30年９月26日に同裁判所同支部より仮監査役（社外監査役）として選任
され就任しております。

以　上

－ 25 －



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本と

しながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰余金の処分
をいたしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類
金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金11円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、125,692,094円となります。
（注）当社は、平成30年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で

株式分割を実施しております。したがって、上記期末配当は株式分割実施前の１株
当たり配当額に換算すると、１株につき22円に相当しますので、前期の年間配当金
20円と比べ２円の増配となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年12月25日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目とその額
繰越利益剰余金 300,000,000円

⑵　増加する剰余金の項目とその額
別途積立金 300,000,000円
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第２号議案　取締役７名選任の件
取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役７

名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
候 補 者
番 号

ふり

氏
がな

名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所有する当社
の 株 式 数

１
すず

鈴
き

木
たつ

達
お

雄
(昭和22年４月26日)

昭和52年５月 当社入社

163,304株

昭和61年11月 当社取締役
平成４年11月 当社常務取締役
平成10年12月 当社専務取締役
平成20年12月 当社取締役副社長
平成22年12月 当社代表取締役副社長
平成23年12月 当社代表取締役社長（現任）

２
わか

若
ぞの

園
 

　
きよし

清
(昭和27年12月18日)

昭和54年４月 当社入社

260,400株

平成３年11月 当社取締役
平成10年12月 当社常務取締役
平成20年12月 当社専務取締役
平成
平成

28
29
年
年
12
３
月
月
当社代表取締役専務（現任）
当社開発企画本部長（現任）

３
かわ

川
せ

瀬
とよ

豊
あき

秋
(昭和30年10月４日)

平成３年７月 当社入社

44,300株
平成12年４月 当社企画ＩＲ部長兼経理部長
平成16年12月 当社取締役
平成
平成

26
28
年
年
４
12
月
月
当社取締役総務兼企画ＩＲ担当
当社常務取締役管理本部長（現任）

４
なか

中
もと

本
やす

泰
ひろ

廣
(昭和31年２月２日)

平成11年４月 当社入社

10,100株
平成19年４月 当社店舗運営部帯広ブロック長
平成20年12月 当社取締役
平成
平成

26
28
年
年
９
12
月
月
当社取締役商品本部長
当社常務取締役商品本部長（現任）
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候 補 者
番 号

ふり

氏
がな

名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位及び担当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所有する当社
の 株 式 数

５
の

野
ぐち

口
 

　
はじめ

一
(昭和40年２月19日)

昭和58年３月 当社入社

7,600株

平成26年９月 当社販売本部帯広ブロック長
平成
平成
平成

26
29
30

年
年
年

12
３
10

月
月
月

当社取締役（現任）
当社販売本部長兼商品部長
当社販売本部長兼帯広ブロック長
（現任）

６
みや

宮
かわ

川
 

　
あきら

明
(昭和30年１月４日)

昭和53年４月 ㈱三井銀行入行（現㈱三井住友銀
行）

－株

平成17年９月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス
執行役員

平成25年12月 当社社外取締役（現任）
平成30年５月 ㈱イトーヨーカ堂監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱イトーヨーカ堂監査役

７
い

井
くも

雲
やす

康
はる

晴
(昭和23年７月12日)

昭和48年４月 ㈱北海道銀行入行

700株
昭和57年１月 ㈱タナベ経営入社
平成26年12月 当社社外取締役（現任）
平成27年１月 財務経営調査研究所代表（現任）

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者宮川明氏及び井雲康晴氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は井雲康晴氏を東

京証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。
３．宮川明氏を社外取締役候補者とした理由は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、株式会社セ
ブン＆アイ・ホールディングス執行役員及び株式会社イトーヨーカ堂執行役員を務めるなど当業界に精
通しており、その豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社の経営に対して提言をいただくとともに、適
切な助言を期待するものであります。

４．井雲康晴氏を社外取締役候補者とした理由は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、長年にわ
たり経営コンサルタント業務に携わり、その豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社の経営に対して提
言をいただくとともに、適切な助言を期待するものであります。

５．宮川明氏及び井雲康晴氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本株主
総会終結の時をもって宮川明氏は５年、井雲康晴氏は４年であります。

６．当社は、宮川明氏及び井雲康晴氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が
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定める最低責任限度額としており、宮川明氏及び井雲康晴氏の再任が承認された場合は、両氏との当該
契約を継続する予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
平成30年８月25日に社外監査役である佐藤　裕氏が逝去され、監査役に欠員が生じたため、平成

30年９月26日に釧路地方裁判所帯広支部において、仮監査役として東城敬貴氏が選任され就任いた
しました。仮監査役の任期は、本総会で後任の監査役が選任されるまでとなっております。
つきましては、あらためて監査役として東城敬貴氏の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。
ふり

氏
がな

名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

とう

東
じょう

城
けい

敬
き

貴
(昭和38年１月８日)

昭和62年４月 新田文雄公認会計士・税理士事務所　
入所

－株
平成16年２月 税理士登録
平成
平成

16
30
年
年
４
９
月
月
東城会計事務所開業（現任）
当社仮監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
　東城会計事務所所長

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．東城敬貴氏は、社外監査役候補者であります。なお、本議案が承認可決され、東城敬貴氏が社外監査役
に就任した場合、東京証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、
独立役員として指定し、両取引所に届け出る予定であります。

３．社外監査役候補者の選任理由について
東城敬貴氏は、税理士として専門的な知識・経験を有し、当社の社外監査役として職務を適切に遂行で
きるものと判断し、社外監査役候補者としております。

４．監査役に就任してからの年数（本定時株主総会終結の時まで）について
東城敬貴氏　　３か月

５．当社は、監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限
度額としており、東城敬貴氏の選任が承認された場合は、同氏と当該契約を締結する予定であります。
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第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます小西保男氏、平成30年８月25日に
逝去により監査役を退任されました故佐藤　裕氏に対し、それぞれ在任中の労に報いるため、当社
の役員退職慰労金規程に従い、一定の基準で相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈いたしたい
と存じます。
なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役会に、退任監査役

については監査役の協議によることにご一任願いたいと存じます。
退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

小 西 保 男
平成27年12月 当社取締役会長
平成28年12月 当社取締役相談役（現任）

佐 藤 　 裕
昭和47年11月 当社社外監査役
平成30年８月 逝去

以　上
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メ　　モ







株主総会会場ご案内図
北海道帯広市西７条南19丁目１番地
北海道ホテル　２階　大雪の間
電　話　（0155）21－0001（代　表）

交通の
ご案内

・タクシー利用の場合
帯広駅より約５分
・バス利用（十勝バス）の場合
帯広駅前北口より大空団地行70乗車(約10分)、イオン帯広店前下車、徒歩約5分


